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○提出予定議案総括 

 

案   件 件  数 備          考 

人     事  ４件 
教育委員会委員、公平委員会委員、固定資産評価審査委

員会委員及び自治功労者 

補 正 予 算 ３件 一般会計ほか 

決 算 認 定 １０件 令和７年度各会計 

条 例 関 係  ７件 一部改正   ７件  

契     約  ６件 
工事請負契約 ４件 

物品取得   ２件 

計 ３０件  
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人事 教育委員会委員の任命について 
総務部 

職員課 

概 

要 

 教育委員会委員４名のうち１名の任期満了に伴い、市議会の同意を得て、教育委員会委員を

任命するもの 

【内容】 

 令和８年（２０２６年）９月３０日に伊東
い と う

哲
さとる

委員が任期満了を迎えることに伴い、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定に基づき、市長が市議

会の同意を得て、教育委員会委員を任命する。 

 

 氏名 就任予定日 任期満了日 備考 

新任 中嶋
なかじま

 富
ふ

美代
み よ

 
令和８年（２０２６年）

１０月１日 

令和１２年（２０３０年）

９月３０日 
元校長 

 

 

【参考】その他の委員 

氏名 就任日 任期満了日 期数 備考 

守屋
も り や

 香里
か お り

 
令和５年（２０２３年）

１０月１日 

令和 ９年（２０２７年）

９月３０日 
１期 保護者 

田中
た な か

 雅美
ま さ み

 
令和６年（２０２４年）

１０月１日 

令和１０年（２０２８年）

９月３０日 
１期 有識者 

橋本
はしもと

 政樹
ま さ き

 
令和７年（２０２５年）

１０月１日 

令和１１年（２０２９年）

９月３０日 
１期 医師 

 

【法令等】 

 〇地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

  第３条、第４条第１項～第５項、第５条第１項、第２項 
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人事 公平委員会委員の選任について 
総務部 

職員課 

概 

要 

 公平委員会委員３名のうち１名の任期満了に伴い、市議会の同意を得て、公平委員会委員を

選任するもの 

【内容】 

 令和８年（２０２６年）９月３０日に橋本
はしもと

義一
よしかず

委員が任期満了を迎えることに伴い、地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定に基づき、市長が市議会の同意を得て、公平

委員会委員を選任する。 

 

 氏名 就任予定日 任期満了日 備考 

新任 森安
もりやす

 紀
のり

雄
お

 
令和８年（２０２６年）

１０月１日 

令和１２年（２０３０年）

９月３０日 
弁護士 

 

 

【参考】その他の委員 

氏名 就任日 任期満了日 期数 備考 

小野坂
お の さ か

 勝
かつ

守
もり

 
令和６年（２０２４年） 

４月１日 

令和１０年（２０２８年）

３月３１日 
３期 元市議会議員 

中澤
なかざわ

 希
のぞみ

 
令和７年（２０２５年）

１０月１日 

令和１１年（２０２９年）

９月３０日 
１期 社会保険労務士 

 

【法令等】 

 ○地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号） 

第９条の２第１項、第２項、第１０項 
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人事 固定資産評価審査委員会委員の選任について 
総務部 

職員課 

概 

要 

 固定資産評価審査委員会委員６名のうち１名の任期満了に伴い、市議会の同意を得て、固定

資産評価審査委員会委員を選任するもの 

【内容】 

 令和８年（２０２６年）９月３０日に花形
はながた

守
もり

康
やす

委員が任期満了を迎えることに伴い、地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定に基づき、市長が市議会の同意を得て、固定資産

評価審査委員会委員を選任する。 

 

 氏名 就任予定日 任期満了日 備考 

再任 花形
はながた

 守
もり

康
やす

 
令和８年（２０２６年）

１０月１日 

令和１１年（２０２９年）

９月３０日 

税理士 

今回３期目 

 

 

【参考】その他の委員 

氏名 就任日 任期満了日 期数 備考 

番場
ば ん ば

 弘
ひろ

文
ふみ

 
令和７年（２０２５年） 

１０月 １日 

令和１０年（２０２８年）

９月３０日 
５期 弁護士 

武林
たけばやし

 秀則
ひでのり

 
令和６年（２０２４年） 

４月 １日 

令和９年（２０２７年）

３月３１日 
２期 不動産鑑定士 

若槻
わかつき

 周
しゅう

平
へい

 
令和８年（２０２６年） 

７月 ２日 

令和１１年（２０２９年）

７月１日 
２期 公認会計士 

佐藤
さ と う

 健
けん

治
じ

 
令和６年（２０２４年） 

１２月２５日 

令和９年（２０２７年）

１２月２４日 
１期 一級建築士 

鈴木
す ず き

 芳乃
よ し の

 
令和６年（２０２４年） 

１２月２５日 

令和９年（２０２７年）

１２月２４日 
１期 弁護士 

 

【法令等】 

 〇地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

  第４２３条第１項～第３項、第６項 

 

 〇八王子市市税賦課徴収条例（昭和２５年八王子市条例第１９号） 

  第５８条第１項、第２項 
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人事 自治功労者の推戴について 
総務部 

総務課 

概 

要 

 表彰条例に基づき、自治功労者を推戴するもの 

【内容】 

 市政の進展につき功労のあった者として条例で定める要件に該当する者について、市議会の同意を

得て、自治功労者として以下の２名を市制施行記念日に推戴する。 

 

 （推戴候補者） 

 

  野中
の な か

 康
やす

雄
お

   公平委員会委員長 在職１２年７月 

          （条例第１０条第１項第３号） 

 

  番場
ば ん ば

 弘
ひろ

文
ふみ

   固定資産評価審査委員会委員 在職１２年 

          （条例第１０条第１項第４号） 

 

【法令等】 

 ○八王子市表彰条例（昭和３１年八王子市条例第２７号） 

  第１０条第１項第３号、第４号 
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条例改正 

八王子市行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例設定について 

総合政策部 

デジタル推進課 

概 

要 

 条例で定める個人番号の独自利用事務において利用できる特定個人情報を追加するもの 

 

【内容】 

 地方公共団体は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号。以下「番号法」という。)に規定された事務のほか、同法第９条第２項により、

地方公共団体が独自に条例で定める事務(以下「独自利用事務」という。)について個人番号を利用す

ることができ、本市においては、本条例で独自利用事務を定めている。 

 ここで、本市が行う大気汚染医療費助成制度（＊）に係る事務において、個人番号を利用した医療

保険情報の取得を可能とし、マイナ保険証と医療券の一体化による利便性の向上及び申請書類の削減

による負担軽減を図るため、独自利用事務として条例に定める「保健衛生に関する事務であって市規

則で定めるもの」において利用する特定個人情報に、「医療保険に関する情報」を加える。 

 

＊ 大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の助成に関する条例（昭和４７年東京都条例第１１

７号）に基づき東京都が独自に行っている、大気汚染の影響を受けたと推定される疾病にかかっ

た方に対して医療費を助成する制度。市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例（平

成１１年東京都条例第１０７号）により、当該制度に係る申請の受理等の事務は、本市で処理す

ることとなっている。 

 

 ＜改正内容＞ 

  別表第２（第４条関係）９の項の右欄に「医療保険に関する情報」を加える。 

 

＜施行日＞ 

  令和８年（２０２６年）１０月１日 

 

【法令等】 

 〇行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号） 

  第９条第２項 
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条例改正 
八王子市職員等の旅費に関する条例の一部を改正す

る条例設定について 

総務部 

職員課 

概 

要 

 国家公務員の旅費制度の改正を踏まえ、市職員等の旅費制度を見直すもの 

【内容】 

 国内外の経済社会情勢の変化に対応し、法定額と実勢価格との乖離の解消を図るため、国家公務員

等の旅費に関する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第２２号）による国家公務員等の旅費に

関する法律（昭和２５年法律第１１４号）の改正及び関係政省令の改正により、国の旅費制度が見直

された。また、宿泊費基準額については、毎年度、実勢価格等を確認した上で、必要に応じて見直し

を行うこととされており、実勢価格等の調査結果を踏まえ、令和８年（２０２６年）２月２６日の国

家公務員等の旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第４５号）の改正（同年４月１日に施行）により、

本年の宿泊費基準額等の見直しが行われたところである。 

旅費の額及びその支給方法等については、国や他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないよ

う適当な考慮が必要なことから、八王子市においても、公費の適正な支出や法定額と実勢価格との乖

離の解消をはじめとする今般の法改正の趣旨を踏まえ、条例の改正を行う。 

 

 ＜改正内容＞ 

 １ 宿泊費基準額（別表） 

宿泊費基準額を以下の表のとおり改正する。 

  （改正後） 

区分 市長、副市長、教育長、常勤の監査

委員及び固定資産評価員 

給料表⑴、給料表⑵又は給料表

⑶に定める職務にある者 

東京 27,000円 21,000円 

京都 26,000円 20,000円 

千葉・兵庫・福岡 22,000円 17,000円 

埼玉・神奈川・大阪・

新潟 

21,000円 16,000円 

北海道・香川 20,000円 15,000円 

岡山・広島・熊本 18,000円 14,000円 

山梨・長野・岐阜・長

崎 

17,000円 13,000円 

青森・宮城・群馬・静岡・

愛知・三重・奈良・島根・

愛媛・高知・沖縄 

16,000円 12,000円 

秋田・茨城・栃木・富

山・滋賀・和歌山・佐

賀・大分・宮崎・鹿児

島 

14,000円 11,000円 

岩手・山形・石川・福

井・徳島 

13,000円 10,000円 

福島･鳥取･山口 12,000円 9,000円 

 

  （改正前） 

区分 市長、副市長、教育長、常勤の監査

委員及び固定資産評価員 

給料表⑴、給料表⑵又は給料表

⑶に定める職務にある者 

埼玉･東京･京都 27,000円 19,000円 
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福岡 25,000円 18,000円 

千葉 24,000円 17,000円 

神奈川・新潟 22,000円 16,000円 

香川 21,000円 15,000円 

熊本 20,000円 14,000円 

北海道・岐阜・大阪・広

島 
18,000円 13,000円 

山梨・兵庫・宮崎・鹿児

島 
17,000円 12,000円 

青森・秋田・茨城・富山・

長野・愛知・滋賀・奈良・

和歌山・高知・佐賀・長

崎・大分・沖縄 

15,000円 11,000円 

宮城・山形・栃木・群馬・

福井・岡山・徳島・愛媛 
14,000円 10,000円 

岩手・石川・静岡・三重・

島根 
13,000円 9,000円 

福島･鳥取･山口 11,000円 8,000円 

 

２ その他の規定整備 

  ⑴ 「その他の交通費」について（第６条、第１３条） 

第６条第５項に規定する鉄道賃、船賃及び航空賃以外の「その他の交通費」の定義を「鉄道、

船舶及び航空機以外を利用する移動に要する費用」とし、その額の合計額を支給することを明

記するほか、規定の整備を行う。 

  ⑵ 付随する費用の支給について（第１０条、第１１条、第１３条） 

鉄道賃、船賃及びその他の交通費について、「付随する費用」についても支給できることを明

記する。 

  ⑶ 通勤手当との調整（第２２条） 

区間若しくは金額を定めた通勤用定期乗車券又はＩＣ運賃相当額により通勤手当を支給す

る規定に合わせ、文言を整備する。 

 

＜施行日＞ 

  公布の日 

 

【法令等】 

 ○国家公務員等の旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第４５号） 

  別表第２ 
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条例改正 
八王子市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正

する条例設定について 

生活安全部 

防災課 

概 

要 

 非常勤消防団員等に対する損害補償に係る補償基礎額及び葬祭補償額を市規則に定めること

とするもの 

【内容】 

非常勤消防団員等に係る損害補償については、政令で定める基準に従い条例の定めるところにより

行うことが法定されており、本市においても、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令

（昭和３１年政令第３３５号。以下「基準政令」という。）の定める基準に従い、本条例においてその

額を定めている。 

ここで、基準政令が定めた基準に則した速やかな補償を行うため、損害補償に係る補償基礎額及び

葬祭補償額の具体的な金額の定めについては、八王子市消防団員等公務災害補償条例施行規則（昭和

５０年八王子市規則第３１号）に定めることとする。 

 

 ＜改正内容＞ 

 １ 補償基礎額及び葬祭補償額に係る金額について、市規則で定める額とする。（第５条及び第１８

条） 

 ２ １の改正に伴い、補償基礎額の金額を定めた別表を削除する。 

 

 ＜【参考】基準政令に定める額＞ 

１ 補償基礎額 

 ⑴ 消防団員の補償基礎額 

階級 
勤務年数 

１０年未満 １０年以上２０年未満 ２０年以上 

団長及び副団長 13,340円 14,170円 15,000円 

分団長及び副分団長 11,670円 12,500円 13,340円 

部長、班長及び団員 10,000円 10,840円 11,670円 

 

 ⑵ 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又は応急措置従事者の補償基礎額 

最低額 １０，０００円 

最高額 １５，０００円 

 ⑶ 扶養親族に係る補償基礎額の加算額 

   ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 ４３３円 

   ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 ２１７円 

   ６０歳以上の父母及び祖父母 ２１７円 

   ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 ２１７円 

   重度心身障害者 ２１７円 

 ⑷ １５歳から２２歳まで扶養親族に係る補償基礎額の加算額 

   １⑶による加算額に、「１６７円×当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額」を加えた額 

 

  ２ 葬祭補償額 

３３万円に補償基礎額の３０倍に相当する金額を加えた金額 

 

 ＜施行日＞ 

  公布の日 

 

 ＜経過措置＞ 

  葬祭補償額を定める規定は、令和８年（２０２６年）４月１日以後に支給すべき事由の生じた葬

祭補償について適用することとする。 
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【法令等】 

 ○非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年政令第３３５号） 

  第２条、第１１条、別表 

 

 ○災害対策基本法施行令（昭和３７年政令第２８８号） 

  第３６条第１項 

 

 ○消防組織法（昭和２２年法律第２２６号） 

  第２４条第１項 

 

 ○消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

  第３６条の３第１項、第２項 

 

 ○水防法（昭和２４年法律第１９３号） 

  第４５条 

 

 ○災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号） 

  第８４条第１項 

 

 ○原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号） 

  第２８条第１項 
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条例改正 
八王子市保育園条例の一部を改正する条例設定につ

いて 

子ども家庭部 

保育幼稚園課 

概 

要 

 八王子市立保育園において乳児等通園支援事業を実施することに伴い、条例を改正するもの 

【内容】 

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な生育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に 

対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化することを目的として、子 

ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４７号）により、児童福祉法（昭和２ 

２年法律第１６４号）の一部が改正され、乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度 ※）が創設 

された。 

 また、令和８年度（２０２６年度）より、乳児等通園支援事業は「乳児等のための支援給付」とし

て、子ども・子育て支援法に位置づけられ、全ての市町村において実施されることとなった。  

そこで、八王子市立保育園において、乳児等通園支援を提供するために必要な規定を定める。 

  

 ※ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）  

０歳６か月から満３歳未満で保育所等に通っていないこどもを対象とし、月一定時間までの 

利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に保育所や幼稚園等を利用することが 

できる制度 

 

 ＜改正内容＞ 

１ 乳児等通園支援の提供（第４条の２） 

   ⑴ 保育園は、乳児等通園支援を提供することができることとする。 

⑵ 乳児等通園支援の提供を受けようとする乳児又は幼児の保護者は、乳児等支援給付認定を

受けなければならないこととする。 

  ２ 乳児等通園支援利用料（第９条の２） 

   ⑴ 乳児等通園支援の提供を受けるため、保育園を利用しようとする乳児及び幼児の保護者

は、当該乳児及び幼児が乳児等通園支援を受けるための費用（以下「乳児等通園支援利用料」

という。）を市が指定する期日までに支払わなければならないこととする。 

   ⑵ 乳児等通園支援利用料の額は、１時間当たり３００円を限度として市規則で定める。 

   ⑶ 指定管理者が管理する保育園の乳児等通園支援利用料については、指定管理者があらかじ

め市長の承認を得て定める額を、指定管理者が指定する期日までに指定管理者に支払わなけ

ればならないこととする。 

  ３ 乳児等通園支援の提供に係る便宜に要する費用（第９条の３） 

   ⑴ 市長は、乳児等通園支援利用料のほか、乳児等通園支援において提供される便宜に要する

費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を、便宜の提供を受ける乳児及び幼児の保護者から

受けることができることとする。 

    ア 日用品、文房具その他の乳児等通園支援に必要な物品の購入に要する費用 

    イ 乳児等通園支援に係る行事への参加に要する費用 

    ウ 食事の提供に要する費用 

    エ 保育園に通う際に提供される便宜に要する費用 

    オ 乳児等通園支援において提供される便宜に要する費用のうち、乳児等通園支援の利用に

おいて通常必要とされるものに係る費用であって、便宜の提供を受ける乳児及び幼児の保

護者に負担させることが適当と認められるもの 

   ⑵ 指定管理者が管理する保育園における乳児等通園支援の提供に係る便宜に要する費用の 

額については、指定管理者が便宜の提供を受ける乳児及び幼児の保護者からその支払を受け 

ることができることとする。 

   ⑶ ３⑴ウの食事の提供に要する費用は、市規則で定める。 

  ４ 乳児等通園支援利用料の不還付（第１０条） 

    既納の乳児等通園支援利用料は、還付しないこととする。ただし、市長が特別の理由がある

と認めたときは、その額の全部又は一部を還付することができることとする。 
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  ５ 乳児等通園支援利用料の減免等（第１１条第４項及び第５項） 

   ⑴ 市長は、特別の理由があると認めたときは、乳児等通園支援利用料を減額し、又は免除す

ることができることとする。 

   ⑵ 市長は、特別の理由があると認めたときは、乳児等通園支援の提供に係る便宜に要する費

用を減額し、又はその支払を要しないものとする。 

  ６ 所要の改正（第７条の２第２項、第１１条第２項、第１７条第１項） 

    ２及び５の改正に伴い、所要の改正を行う。 

 

 ＜施行日＞ 

  令和８年（２０２６年）１１月１日 

 

【法令等】 

○児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

  第３４条の１５ 
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条例改正 
八王子市学童保育所条例の一部を改正する条例設定

について 

生涯学習スポーツ部 

放課後児童支援課 

概 

要 

 八王子市立八木町学童保育所を八王子市立たがの杜義務教育学校の新校舎整備工事の完了に

伴い同校内に移転するもの 

【内容】 

 現在、八王子市立第二小学校内に設置している八王子市立八木町学童保育所について、八王子市立

たがの杜義務教育学校の新校舎整備工事の完了に伴い、学校校舎併設の専用施設に移転する。この移

転に伴い、条例別表第１の学童保育所の名称及び位置を改める。 

 

 ＜改正内容＞ 

  八王子市立八木町学童保育所の名称及び位置について 

 改 正 前 改 正 後 

名称 八王子市立八木町学童保育所 八王子市立たがの杜学童保育所 

位置 八王子市八木町７番１号 八王子市元本郷町二丁目２１番１号 

 

 ＜施行日＞ 

  令和９年（２０２７年）４月１日 

 

【法令等】 

 ○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

  第２４４条の２第１項 
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条例改正 
八王子市立学校設置条例の一部を改正する条例設定

について 

学校教育部 

地域教育推進課 

概 

要 

 八王子市立第二小学校及び第四中学校を廃止し、八王子市立たがの杜義務教育学校を設置す

るもの。 

【内容】 

 八王子市立第二小学校及び第四中学校を学童保育所や地域コミュニティスペース等を含む複合施

設として全面改築し、義務教育として行われる普通教育を基礎的なものから一貫して施すことを目的

とする義務教育学校として令和９年（２０２７年）４月１日より開校するため、八王子市立第二小学

校及び第四中学校を廃止し、八王子市立たがの杜義務教育学校を設置する。 

 

 ＜改正内容＞ 

  市立学校の名称及び位置を規定する別表 

  １ 廃止 

小学校の部から第二小学校の項を、中学校の部から第四中学校の項を削る。 

  ２ 設置 

義務教育学校の部 

名称 位置 

八王子市立たがの杜義務教育学校 八王子市元本郷町二丁目２１番１号 

 

 ＜施行日＞ 

  令和９年（２０２７年）４月１日 

 

【法令等】 

 ○学校教育法（昭和２２年法律第２６号） 

  第２条第１項 

 

 ○学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号） 

  第２５条 
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条例改正 
八王子市歴史・郷土ミュージアム条例の一部を改正

する条例設定について 

生涯学習スポーツ

部 

文化財課 

概 

要 

 八王子市歴史・郷土ミュージアムの事業に資料の収集及び管理の方針の策定に関することを

加えるもの及び施設の貸出に係る利用料金について、オンライン決済の導入を行うもの 

【内容】 

 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第８条に基づき、博物館の健全な発達を図るために文部科 

学大臣が策定及び公表することとされている博物館の設置及び運営上の望ましい基準（平成２３年文 

部科学省告示第１６５号。以下「基準」という。）が令和８年（２０２６年）３月３１日に改正され、

博物館資料の管理の在り方について検討する際の手続に関する見直しが行われた。これを受け、八王

子市歴史・郷土ミュージアム（以下「ミュージアム」という。）において、将来に渡り持続的で健全な

運営を行うため、基準に基づき、ミュージアムの事業として資料の収集及び管理の方針を策定するこ

とを加える。 

また、施設の貸出に係る利用料金（以下「貸出料金」という。）を支払う際の利便性の向上及び効率

化のため、料金の新たな支払方法として、電子情報処理組織を使用する方法による決済（以下「オン

ライン決済」という。）で行った場合の支払方法を規定する。 

 

 ＜改正内容＞ 

 １ ミュージアムの行う事業として、ミュージアムにおける資料の収集及び管理の方針を策定し、

これを適切に運用することを定める。（改正後の第３条第８号） 

２ 貸出料金の支払方法について、オンライン決済により支払うことができる旨を規定する。（第１

１条第４項） 

３ オンライン決済で貸出料金を支払った場合、支払をした際に、利用の承認があったものとみな

す。（第１１条第５項） 

４ 規定の整備 

   １から３までの改正に伴い、所要の改正を行う。（第２２条第３項、第２４条第１項） 

 

 ＜施行日＞ 

  令和８年（２０２６年）１０月１日 

 

【法令等】 

 ○博物館の設置及び運営上の望ましい基準（平成２３年文部科学省告示第１６５号） 

  第６条 
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契約 
高尾駅南北自由通路新設工事委託契約の締結につい

て 

建設部 

拠点整備課 

概 

要 

 高尾駅南北自由通路新設工事委託契約を締結するもの 

【内容】 

 高尾駅周辺での鉄道による地域分断を解消し、人の往来や利便性を高めるための南北自由通路を整

備する。 

 

 ＜工事内容＞ 

  高尾駅南北自由通路の新設工事 

   延長 ７４．７３ｍ 

   幅員 ９．５ｍ～１４．０ｍ（有効幅員６．０ｍ） 

 

 ＜契約期間＞  

  議決後（令和８年（２０２６年）９月（予定））から令和１６年（２０３４年）３月３１日まで 

 

 ＜契約先＞ 

  東日本旅客鉄道株式会社 八王子事業本部 

   八王子事業本部長 西室 正士 

 

 ＜工事金額＞ 

  2,925,198,456円 

 

 ＜参考＞ 

  八王子市と東日本旅客鉄道株式会社で行う高尾駅の整備に係る事業 

  １ 高尾駅南北自由通路の整備 

  ２ 高尾駅南北自由通路の整備に伴うＪＲ高尾駅施設の建替え及び移転 
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  （事業にかかる金額の内訳） 

 八王子市負担分 東日本旅客鉄道株式会社負担分 総額 

１に係る費用 2,925,198,456円 0円 2,925,198,456円 

２に係る費用 4,889,044,861円 1,039,110,522円 5,928,155,383円 

計 7,814,243,317円 1,039,110,522円 8,853,353,839円 

 

 ＜予算＞ 

  7,847,245 千円（令和８年度（２０２６年度）から令和１５年度（２０３３年度）までの債務負

担行為） 

  ※ 財源 

    ⑴ 国庫支出金 1,025,000千円 

    ⑵ 都支出金   512,500千円 

    ⑶ 市債    5,581,000千円 

    ⑷ 一般財源     728,745千円 

 

  ※ 今後の事業スケジュール（予定） 

    京王電鉄株式会社との協定締結   令和１１年度（２０２９年度） 

    南北自由通路及び新駅舎の供用開始 令和１３年度（２０３１年度）  

    整備工事完了           令和１６年（２０３４年）３月 

 

 

【法令等】 

○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第９６条第１項第５号 
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契約 
元本郷地域義務教育学校（仮称）新築工事請負契約の

変更について ほか２議案 

学校教育部 

学校施設課 

概 

要 

 工事請負契約約款第２５条第５項（単品スライド条項）及び第６項（インフレスライド条項）

の規定の適用により、契約金額を変更するもの 

【内容】 

 令和６年第３回市議会定例会における第１０５号議案、第１０６号及び第１０８号議案で議決を経

て、それぞれの契約先と請負契約を締結し、令和７年第３回市議会定例会における第１２７号議案、

第１２８号及び第１２９号議案で議決を経て変更契約を締結した以下の３契約について、工期内に主

要な工事材料の価格に著しい変動が生じたことによる工事請負契約約款第２５条第５項の規定（以下

「単品スライド条項」という。）の適用及び賃金等の急激な変動が生じたことによる第６項の規定（以

下「インフレスライド条項」という。）の適用により、契約金額を増額する。 

 １ 元本郷地域義務教育学校（仮称）新築工事請負契約（以下「新築工事」という。） 

 ２ 元本郷地域義務教育学校（仮称）電気設備工事請負契約（以下「電気設備工事」という。） 

 ３ 元本郷地域義務教育学校（仮称）空調換気設備工事請負契約（以下「空調換気設備工事」とい

う。） 

 ※単品スライド条項の適用は新築工事のみ。 

 

 ＜工期＞ 

  令和６年（２０２４年）９月２４日から令和９年（２０２７年）１月２９日まで 

 

 ＜契約先＞ 

 １ 新築工事 

田中・黒須特定建設工事共同企業体 

 ２ 電気設備工事 

金子・エーデン・上松特定建設工事共同企業体 

 ３ 空調換気設備工事 

  新和・村野特定建設工事共同企業体 

 

 ＜契約金額の変更＞ 

 １ 新築工事 

  変更前   ５，９１８，２０３，５００円（うち、消費税額５３８，０１８，５００円） 

  変更後   ６，０２３，２２０，５００円（うち、消費税額５４７，５６５，５００円） 

  変更増額    １０５，０１７，０００円（うち、消費税額  ９，５４７，０００円） 

 ２ 電気設備工事 

変更前   １，００５，４５６，１００円（うち、消費税額 ９１，４０５，１００円） 

 変更後   １，０４９，１１６，２００円（うち、消費税額 ９５，３７４，２００円） 

  変更増額     ４３，６６０，１００円（うち、消費税額  ３，９６９，１００円） 

 ３ 空調換気設備工事 

  変更前     ７７１，３９１，５００円（うち、消費税額 ７０，１２６，５００円） 

  変更後     ７７２，２２０，９００円（うち、消費税額 ７０，２０１，９００円） 

  変更増額        ８２９，４００円（うち、消費税額     ７５，４００円） 

 

 ＜財源＞（上記３契約及び給排水衛生等設備工事・昇降機設備工事の合計） 

令和６年度（２０２４年度）～令和８年度（２０２６年度）予算 

（令和７年度（２０２５年度）・令和８年度（２０２６年度）は債務負担行為） 

 １ 国庫支出金  ２，４６１，０７７千円（うち令和８年度（2026年度）分 1,943,545千円） 

 ２ 都支出金      ８２，０４９千円（うち令和８年度（2026年度）分   64,589千円） 

 ３ 市債     ４，０８６，２００千円（うち令和８年度（2026年度）分 3,587,700千円） 

 ４ 一般財源   ２，０１７，８２９千円（うち令和８年度（2026年度）分  831,011千円） 

 ５ 計      ８，６４７，１５５千円（うち令和８年度（2026年度）分 6,426,845千円） 



21 

【法令等】 

○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 第９６条第１項第５号 

 

〇地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

 第１２１条の２の２第 1項、別表第３（第１２１条の２の２関係） 

 

〇議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八王子市条例第６

号） 

 第２条 
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契約 一般廃棄物指定収集袋の取得について 
環境部 

資源循環課 

概 

要 

 一般廃棄物指定収集袋を購入するもの（一般競争入札・当初予算分） 

【内容】 

 一般廃棄物処分用の指定収集袋（合計２１，２４１，６００枚）を購入する。 

 

 ＜種類及び数量＞ 

１ 可燃ごみ専用袋       １９，４３５，２００枚 

⑴ ミニ袋（５リットル）    ２，９９５，２００枚 

⑵ 小袋（１０リットル）    ５，８７５，２００枚 

⑶ 中袋（２０リットル）    ６，９４０，８００枚 

⑷ 大袋（４０リットル）    ３，４０８，０００枚 

⑸ 大袋ばら（４０リットル）    ２１６，０００枚 

 

２ 不燃ごみ専用袋          ８７８，４００枚 

⑴ ミニ袋（５リットル）      １８７，２００枚 

⑵ 小袋（１０リットル）      ２１６，０００枚 

⑶ 中袋（２０リットル）      ２３０，４００枚 

⑷ 大袋（４０リットル）      ２１６，０００枚 

⑸ 大袋ばら（４０リットル）     ２８，８００枚 

 

３ ボランティア袋           

大袋（４５リットル）        １００，０００枚 

 

４ おむつ専用袋           ８２８，０００枚 

⑴ 小袋（１０リットル）      ２５２，０００枚 

⑵ 中袋（２０リットル）      ５７６，０００枚 

 

 ＜契約先＞ 

  三幸商事株式会社 

 

 ＜契約金額＞ 

１１３，３７７，８４４円（うち、消費税額１０，３０７，０７６円） 

 

 ＜入札状況＞ 

  １ 入札日 

    令和８年（２０２６年）５月２９日 

 

２ 入札方法 

一般競争入札 

 

３ 入札状況 

入札業者 入札金額（税抜き） 

⑴ 三幸商事株式会社 １０３，０７０，７６８円 

⑵ 三幸社フィルム＆サプライ株式会社 １５１，５２３，８８５円 

⑶ 株式会社石本 不参 

⑷ 石井化学産業株式会社 辞退 
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【法令等】 

 ○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第９６条第１項第８号 

 

○地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

第１２１条の２の２第２項 

 

○議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八王子市条例第６

号） 

第３条 
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契約 一般廃棄物指定収集袋の取得について 
環境部 

資源循環課 

概 

要 

 一般廃棄物指定収集袋を購入するもの（一般競争入札・６月補正予算分） 

【内容】 

 一般廃棄物処分用の指定収集袋（合計７，４１５，２００枚）を購入する。 

 

 ＜種類及び数量＞ 

１ 可燃ごみ専用袋        ６，５８８，０００枚 

⑴ ミニ袋（５リットル）    １，０２９，６００枚 

⑵ 小袋（１０リットル）    １，９８７，２００枚 

⑶ 中袋（２０リットル）    ２，３３２，８００枚 

⑷ 大袋（４０リットル）    １，１５２，０００枚 

⑸ 大袋ばら（４０リットル）     ８６，４００枚 

 

２ 不燃ごみ専用袋          ４６３，２００枚 

⑴ ミニ袋（５リットル）       ９３，６００枚 

⑵ 小袋（１０リットル）      １２９，６００枚 

⑶ 中袋（２０リットル）      １１５，２００枚 

⑷ 大袋（４０リットル）       ９６，０００枚 

⑸ 大袋ばら（４０リットル）     ２８，８００枚 

 

３ ボランティア袋            

大袋（４５リットル）         ４０，０００枚 

 

４ おむつ専用袋           ３２４，０００枚 

⑴ 小袋（１０リットル）      １０８，０００枚 

⑵ 中袋（２０リットル）      ２１６，０００枚 

 

 ＜契約先＞ 

  三幸商事株式会社 

 

 ＜契約金額＞ 

３９，９４８，９６４円（うち、消費税額３，６３１，７２４円） 

 

 ＜入札状況＞ 

  １ 入札日 

    令和８年（２０２６年）７月１５日 

 

２ 入札方法 

一般競争入札 

 

３ 入札状況 

入札業者 入札金額（税抜き） 

⑴ 三幸商事株式会社 ３６，３１７，２４０円 

⑵ 株式会社石本 ３９，５５５，７６０円 

⑶ 三幸社フィルム＆サプライ株式会社 ６１，７８７，８９０円 

⑷ 石井化学産業株式会社 辞退 
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【法令等】 

○地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第９６条第１項第８号 

 

○地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

第１２１条の２の２第２項 

 

○議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八王子市条例第６

号） 

第３条 

 

 

 

 


